
本書の利用方法

１　本書は、宅地建物取引士資格試験の受験対策用に書き下ろしたテキス
トです。

　　「宅地建物取引業法」で必要とされる論点を、chapterごとに説明して
います。

　　独学でもわかるように丁寧に解説を加えていますが、ページ数との関
係もあり、すべてを詳しくというわけにはいきませんでした。それを補
う意味で学習アイコンを用意し、学習効率を上げる工夫をしています。

２　chapterごとに出題実績をＡ～Ｃの３段階で表示し、各項目のタイト
ルの後ろの□印でその項目の重要度を３段階で表示しています。□印の
多い方が重要性が高いことを示していますので、学習や復習をする際の
目安にして下さい。

３　chapterごとに、その論点に係わる「一問一答で確認！」を掲載して
いますので、インプットした知識を確認して知識の定着を図って下さい。

　本書を効果的に活用して2025年の合格を勝ちとられることを願っていま
す。
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学習アイコンの説明

出題実績
　過去10年（令和２・３年度試験については、10月実施の第１回目の問
題）の出題実績をＡ～Ｃで表しています。
Ａ　過去10年間のうち、８～10回出題されている最重要Chapterです。
　　毎年出題されると考えて、しっかり確認すべきです。
Ｂ　過去10年間のうち、４～７回出題されている重要Chapterです。
　　２年に一度の出題が予想されますが、学習ランクを確認した上で、メ
リハリのある学習をしましょう。

Ｃ　過去10年間のうち、３回以下の出題実績しかないChapterです。
　　試験合格のための必須事項とはいえませんので、後回しにしてもい
い内容です。

学ぶこと
　このchapterで学習する項目を挙げています。

重要度
　学習ランク分け
　　　□□□　確実に押さえておきたい項目
　　　　□□　できれば押さえておきたい項目
　　　　　□　時間的余裕があれば押さえておきたい項目

　試験対策をする上での「基本とされる事項」を中心として、ぜひ
理解していただきたい事項を提示しています。

重
要
ダ
！
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　試験で出題されやすいところの「これだけは覚えておきましょう」とい
うところを指摘。

　時系列で、または、横断的に確認した方がよい事項を中心に、その理解
を助けるための図表です。

　chapterごとに、インプットした知識をこの問題で確認して、知識の定
着を図って下さい。

ポイント整理

　chapterごとのまとめ部分です。
　ここで、もう一度内容の確認をしてください。

試験に出る
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chapter

出題実績

1 「宅地・建物」「取引」「業」の意味� □
重要度
□□

　宅地建物取引業とは、①宅地又は建物に関する、②取引を③業として行
うことをいいますが、宅地建物取引業の意味は免許が必要であるかどうか
にかかわってくるため、これを詳しくみていくことにします。

１－１　「宅地」の意味

　宅建業法上、宅地とは、以下のものを意味します。

■「宅地」の意味

①　現に建物が建てられている土地
②　建物を建てる目的で取引される土地
③　用途地域内の土地（ただし、現に道路、公園、河川、広場、水路
の用に供されている土地を除く）

試験に出る

過去10年間の出題表 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

①宅地建物取引業の意味 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②免許の要否 ○ ○ ○ ○ ○ ○

③無免許事業、名義貸し等
の禁止 ○ ○ ○

A

宅建業の免許に必要な取
引等1 ①宅地建物取引業に該当すると、免許が必要となること。
②「宅地」、「取引」、「業」の意味。
③宅地建物取引業に該当しても、免許が不要な場合。

学ぶこと

2



宅
建
業
の
免
許
に
必
要
な
取
引
等

chapter

1

　宅地か否かは、登記記録上の地目に関係なく判断します。
　登記記録上の地目は、田、畑、山林、原野等であっても、現に建物が
建っている土地は①の宅地です。また、現況が田、畑等であっても、登記
記録上の地目が田、畑等であっても、建物を建てる目的で取引される土地
は②の宅地です。
　③の用途地域とは、都市計画法により、土地の用途が定められている地
域であり、第一種低層住居専用地域、商業地域、工業専用地域など全部で
13種類があります。詳細は、テキストⅢ法令上の制限、税他の都市計画法
で説明します。用途地域内の土地であれば、それが駐車場やテニスコート
などでも宅地ですが、現に道路等になっている土地は、宅地ではありませ
ん。「現に」道路等であることが必要であるため、用途地域内の道路予定地
等は宅地です。
　なお、市街化区域内には、必ず用途地域が定められることになっていま
す。

１－２　「建物」の意味

　建物の意味については、常識的な判断で十分であり、屋根と壁があり、
人が出入りできる建築物という程度の理解で足ります。なお、建築物が未
完成の場合や未登記の場合でも、マンションやアパートの一室など売買や
貸借の対象となるものは宅建業法上の建物です。

１－３　「取引」の意味

　宅建業法上「取引」とは、以下の３つの場合をいいます。

・宅地・建物の売買・交換の当事者になること
・宅地・建物の売買・交換・貸借の媒介をすること
・宅地・建物の売買・交換・貸借の代理をすること
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　上記をまとめると以下のようになります。

当事者になる 媒介する 代理する
売買 ○ ○ ○
交換 ○ ○ ○
貸借 × ○ ○

○は取引にあたる　×は取引にあたらない
　「当事者」とは、取引を直接行う者をいいます。売買では売主と買主、交
換では互いに交換を行う者、貸借では貸主と借主が当事者です。
　「貸借」とは、賃貸借と使用貸借（タダで貸し借りする契約）を意味しま
す。
　次に「媒介」と「代理」の説明をします。

■代理

　代理とは、上の例で、ＡがＣに依頼して、その所有する土地をＢに売却
してもらう場合であるため、通常、３人の人物が登場します。この場合に、
自分（Ａ）に代わって契約をする人（Ｃ）を「代理人」、代理人に代わって
契約をしてもらう人（Ａ）を「本人」、代理人と契約をする人（Ｂ）を相手
方といい、代理人と相手方の間でなされる契約（ＢＣ間の売買契約）のこ
とを「代理行為」といいます。
　契約を締結するのは、代理人と相手方ですが、契約が成立するのは、本
人と相手方間です（つまり、Ａが売主、Ｂが買主となります）。このように、
代理人・相手方間で契約が締結されることにより、本人・相手方間に契約
が成立します。

重
要
ダ
！
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■媒介

　媒介とは、仲介・斡旋などともいわれるもので、上例で、Ａから土地売
却の媒介の依頼を受けたＣが土地購入の希望者ＢをＡに引き合わせること
をいいます。代理人とは異なり相手方と契約を締結する権限はなく、ＡＢ
間で話がまとまれば、ＡＢ間で直接契約が締結されることになります。

１－４　「業」の意味

「業」とは、不特定多数人を相手方として、反復継続して行うことを
いう。

　単に１回限り、宅地・建物の売買などを行うにすぎない場合は、「業」で
はありません。しかし、反復継続して、不特定多数人を相手方として、宅
地建物取引を行う意思がある場合には、１回目の取引に失敗して、その後
の取引を行わない場合でも、業として行ったといえます。
　また、転売するために取得した物件の取引は事業性が高いものと考えら
れています。例えば、転売目的で反復継続して物件を購入する場合、売主
が一定の者に限定しているときであっても、「業」として行うものといえま
す。
　これに対し、以下の場合は、特定の者を相手方とする取引であるため、業
とはいえません。

試験に出る
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①会社が自社の従業員のみを相手方として宅地の分譲をする場合
②大学がその学生を相手方としてアパートの賃貸借の媒介をする場合
③宗教団体がその信者のみを相手方として建物の分譲をする場合
しかし、次の場合は、相手方が不特定のため、業といえます。
④日本全国の市町村や法人のみを相手方として宅地の分譲をする場合
⑤年収3,000万円以上の人のみを相手方として宅地を分譲する場合

　①～③と④⑤の区別は、①～③の場合は、ある団体の構成員のみを相手
方としていますが、④⑤の場合は、そうではないという点にあります。
　また、破産管財人が破産財団の換価のために反復継続して宅地又は建物
を売却する場合も業とはいえません。破産管財人は裁判所の監督の下に職
務として財産の処分及び配分を行うからです。
　なお、「業」は「営業」である必要はないため、報酬を得ずに媒介や代理
を無償で行うことも業です。

2 宅建業の免許が不要な者� □
重要度
□□ 

　以上の宅地建物取引業を行う者は、原則として、宅地建物取引業の免許
を受ける必要がありますが、例外として、以下の者は、免許がなくても宅
地建物取引業を行うことができます。

■宅建業の免許が不要な者

①　国、地方公共団体（都道府県・市町村）、都市再生機構など
②　信託会社、信託業務を兼営する金融機関

　①について、国、都道府県等が一般消費者に損害を及ぼすような取引を
するおそれはないため、免許を受ける必要がないだけではなく、そもそも
宅建業法に関する規制の適用を一切受けません。したがって、後述する専
任の取引士の設置、重要事項の説明、報酬額の制限などの業務上の規制を
受けることもありません。

試験に出る
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　②について、信託会社・信託業務を兼営する金融機関は、国土交通大臣
に届出をすれば、国土交通大臣免許を受けた宅地建物取引業者とみなされ、
宅建業を行うことができます。しかし、国や地方公共団体と異なって、免
許に関する規定の適用がないだけであり、免許に関する規定以外の宅建業
法の規定は適用されます。

3 無免許事業、名義貸し等の禁止� □
重要度
□□

３－１　無免許事業等の禁止

　宅建業者が扱う宅地建物は人の生活の基礎となるものであり、その取引
は適正に行われる必要があります。そのために宅建業法は免許制度を採用
し、無免許業者による営業を禁止しています。

■無免許事業等の禁止

①宅建業の免許を受けていない者は、宅建業を営んではならない（無
免許事業の禁止。違反した場合は、３年以下の懲役もしくは300万
円以下の罰金又はこれらを併科される）。

②宅建業の免許を受けていない者は、宅建業を営む旨を表示し、又は
営む目的で広告をしてはならない（無免許業者の表示・広告の禁止。
違反した場合は、100万円以下の罰金に処せられる。

　無免許事業については、たとえ宅建業者が宅地建物取引に代理又は媒介
として関与する場合でも無免許事業に該当し、また、宅建業者の従業者が
自己のために無免許で宅建業を営む場合でも無免許事業に該当することに
注意が必要です。

３－２　名義貸し等の禁止

　無免許事業と同様に、宅建業法は宅建業者の名義貸しを禁止しています。

試験に出る
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■名義貸しの禁止

①宅建業者は、自己名義で他人に宅建業を営ませてはならない（名義
貸しの禁止。違反した場合は、３年以下の懲役もしくは300万円以
下の罰金又はこれらを併科される）。

②宅建業者は、自己名義で他人に宅建業を営む旨を表示させ、又は営
む目的で広告をさせてはならない（名義貸しによる表示・広告の禁
止。違反した場合は、100万円以下の罰金に処せられる

　名義貸しについては、名義貸しの相手方が免許を受けている者かどうか
を問わないことに注意が必要です。

□１　別荘の敷地に供する目的で取引される土地は、登記簿上の地目が山
林であっても宅地である。

□２　用途地域内にある公園内の土地は宅地である。
□３　Ａの依頼を受けたＢがＡ所有の一棟のマンションを不特定多数の者
を相手として反復継続して賃貸の媒介を行う場合、Ａは免許を必要と
しないがＢは免許が必要である。

□４　Ａ法人がその所有地を宅地として従業員に分譲する場合、Ａは免許
が必要である。

□５　信託会社は、国土交通大臣に届出をして宅建業を行う場合、宅建業
法の適用を受けない。

１ ○　建物を建てる目的で取引される土地は、地目にかかわらず宅地で
ある。

２ ×　用途地域内の土地は、現に道路、「公園」、河川、広場、水路の用
に供されている土地を除いたものが宅地である。

３ ○　Ａは貸借の当事者（貸主）になるので免許を必要としないが、Ｂ
は宅建業を行うことになるので免許が必要である。

４ ×　従業員を相手に宅地を分譲しても「不特定多数人」を相手とする
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ことにならないので、「業」とはいえず、免許は不要である。
５ ×　信託会社は、国土交通大臣に届出をすれば宅建業者とみなされ、

宅建業を行うことができるが、免許以外の宅建業法の規定は適用さ
れる。

ポイント整理

□①宅地か否かは、登記記録上の地目と無関係である。

□②自己所有の宅地建物の貸借は、宅地建物取引ではないため、ア

パート経営者やマンションの賃貸業者には、宅建業法の適用が一

切ない。

□③建設・請負・管理業などは、宅地建物「取引」業ではない。

□④特定の者を相手方として宅地建物を反復継続して売却する場合や

破産管財人が破産財団の換価のために反復継続して売却する場合
は、「業」とはいえない。

□⑤国、地方公共団体（都道府県・市町村）、都市再生機構は宅建業

法が適用されないのに対し、信託会社、信託業務を兼営する金融
機関で国土交通大臣に届出をした者は、免許に関する規定が適用
されないだけであり、免許以外の規定は適用される。
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